
明 治 二 十 五 年 三 月 三 十 一 日

第 三 種 郵 便 物 認 可

地域産学官連携科学技術振興事業費補助金（＜イノベーションシステム整備事業＞大学等産学官連携自立化促
進プログラム（コーディネーター支援型））

10¶300¶000 ` 10¶300¶000

科学技術総合推進費補助金（女性研究者支援モデル育成 先端科学技術を担う女性研究者の育成） 49¶661¶682 2¶096¶184 47¶565¶498

研究拠点形成費等補助金（教育研究高度化のための支援体制整備事業） 23¶400¶000 ` 23¶400¶000

合 計 939¶172¶139 395¶386¶744 543¶785¶395

注）収益計上額543¶785¶395円と損益計算書における補助金等収益543¶817¶963円との差額32¶568円は、当該補助金において発生した預金利息分を補助金収益として計上したことによるものです。
Ĵ 役員及び教職員の給与の明細

（単位：円、人）

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 給 付

支 給 額 支 給 人 員 支 給 額 支 給 人 員

役 員 常 勤 (55¶161¶866)
55¶161¶866

4
4

(`)
`

`

`

非 常 勤 (`)
3¶612¶000

`

3
(`)
`

`

`

計 (55¶161¶866)
58¶773¶866

4
7

(`)
`

`

`

教 職 員 常 勤 (2¶501¶488¶200)
2¶501¶488¶200

366
366

(206¶531¶536)
206¶531¶536

14
14

非 常 勤 (`)
670¶086¶965

`

389
(`)

167¶220
`

3

計 (2¶501¶488¶200)
3¶171¶575¶165

366
755

(206¶531¶536)
206¶698¶756

14
17

合 計 常 勤 (2¶556¶650¶066)
2¶556¶650¶066

370
370

(206¶531¶536)
206¶531¶536

14
14

非 常 勤 (`)
673¶698¶965

`

392
(`)

167¶220
`

3

計 (2¶556¶650¶066)
3¶230¶349¶031

370
762

(206¶531¶536)
206¶698¶756

14
17

K̂ 開示すべきセグメント情報

該当ありません

L̃ 寄附金の明細

区 分 当期受入額 件 数 摘 要

(円) (件)

奈良先端科学技術大学
院大学

500¶619¶783 2¶695 うち現物寄附 333¶956¶609円、
2¶612件

合 計 500¶619¶783 2¶695

C̃ 受託研究の明細

（単位：円）

区 分 期 首 残 高 当期受入額 受託研究等収益 期 末 残 高

奈良先端科学技術大学
院大学

29¶191¶202 940¶621¶517 903¶419¶512 66¶393¶207

合 計 29¶191¶202 940¶621¶517 903¶419¶512 66¶393¶207

D̃ 共同研究の明細

（単位：円）

区 分 期 首 残 高 当期受入額 受託研究等収益 期 末 残 高

奈良先端科学技術大学
院大学

` 111¶717¶645 109¶520¶205 2¶197¶440

合 計 ` 111¶717¶645 109¶520¶205 2¶197¶440

Ẽ 受託事業等の明細

（単位：円）

区 分 期 首 残 高 当期受入額 受託事業等収益 期 末 残 高

奈良先端科学技術大学
院大学

` 38¶882¶250 38¶031¶750 850¶500

合 計 ` 38¶882¶250 38¶031¶750 850¶500
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注）１．支給人員数は、報酬又は給与は年間平均支給人員数で算出、退職給付は年間支給人員数で
算出しています。
２．役員に対する報酬等の支給基準は、本学役員報酬規程を定めています。
３．教職員に対する給与の支給基準は、本学職員給与規程を定めています。
４．退職手当の支給基準は、本学役員退職手当規程及び職員退職手当規程を定めています。
５．人件費の定義は、基本的に「国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表
方法等について（ガイドライン）」によることとしています。上表でいう常勤の教職員とは、
ガイドライン中の「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」及び「再任用職員」から受託研究
費等により雇用する者を除いた教職員のことであり、非常勤の教職員とは、常勤の教職員、
受託研究費等により雇用する者及び「ガイドライン」における「派遣会社に支払う費用」以
外の教職員のことであります。
６．支給額には、賞与引当金繰入額、退職給付引当金繰入額及び法定福利費は含めていません。
７．承継職員等に係る支給額は、上段（ ）に内数として記載しています。
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